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「責任ある事業者の適応」に資するツールや取組

気候変動「適応」の今②
民間による「適応」の取り組み促進に向けて



2

適応行動をとるインセンティブが
十分に明確ではない

事業者の適応のために越えるべきハードル

気候変動予測に係る情報の不足
気候リスクの特殊性

政策・規制・社会・文化的な
適応行動への障害

長期的な気候変動予測と短期・中
期のビジネスの時間軸が嚙み合わ

ない

適応の取組のためのファイナンス
の仕組みが不十分

外
的
要
因

内
的
要
因

相互に連関

事業者による適応策の各種アプ
ローチが十分に認識されていない

出典：Global Compact et al., 2015; Goldstein et al., 2018等をもとに報告者作図
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５．認証制度、適応ビジネス優良
事例集、M&Eツールの整備

ハードルを越えるためのツール・取組例

１．事業者に有用な各種気候リス
クデータの検討・整備

２．国際機関や政府による、
各種政策・制度の整備

４．気候変動を考慮した長期戦略
の策定事例の共有

３．適応ファイナンス手法の
検討・共同開発

制
度
や
デ
ー
タ
の
整
備
・
手
法
の
開
発

事
例
集
や
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
整
備

相互に連関

６．情報プラットフォームの整備

• 本発表では、上記6つのハードルを乗り越えるための国内外におけるツールや取り組み例を紹介
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１．事業者に有用な各種気候リスクデータの検討・整備 (1)

名称 Web GIS ClimoCast
開発機関 国立環境研究所(NIES)

予測できる気候情報
気温、降水量、猛暑日日数、
無降水日数、海面水温、最深

積雪など
気温、降水量

気候モデル数 2～5 10
対象範囲 日本全国 全世界
対象期間 ～2100年 ～2100年
言語 日本語 英語

URL
https://adaptation-

platform.nies.go.jp/webgis/ind
ex.html

https://a-plat.nies.go.jp/ap-
plat/cmip6/global.html

オンライン上で閲覧できる気候将来予測ツールの例（無料）

「適応策」を講じるためには、気候リスク管理・適応ビジネスの双方において、まずは将来の気候がどう変化
するのか？企業活動がそれによりどのような影響を受けるのか？またその不確実性を把握する必要がある。
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１．事業者に有用な各種気候リスクデータの検討・整備 (2)

名称 Four Twenty Seven Climate Risk Platform
Location Risk  

Intelligence

開発機関
Moody’s 

(ESGソリュー ション・グ
ループ)

GRESB
ミュンヘン

再保険

予測できる気候情報
熱波、山火事、豪雨、ハ リ
ケーン・台風、海面上 昇、

洪水

洪水、集中豪雨、干害、
熱波、地震・津波など、

14の物理リスク (契約後 に
詳細情報入手可）

急性：サイクロン、洪水 慢
性：海面上昇、熱波、 豪雨、

山火事、干害

対象範囲 全世界2000社以上の上場企
業、約100万の施設 全世界 全世界

対象期間 2030～2040年 ～2100年 ～2100年
言語 英語 英語 英語

URL https://427mt.com/
https://gresb.com/climate-risk-

platform/

https://www.munichre.com/en/solu
tions/for-industry-clients/location-

risk-intelligence.html

オンライン上で閲覧できる気候将来予測ツールの例（有料）

• 気候科学を専門とする日本初のベンチャー企業：株式会社Gaia Vision https://www.gaia-vision.co.jp/

https://www.gaia-vision.co.jp/
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ミュンヘン再保険ウエブサイトより抜粋
https://www.munichre.com/en/solutions/for-industry-clients/location-risk-intelligence.html

１．事業者に有用な各種気候リスクデータの検討・整備 (3)
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２．国際機関や政府による、各種政策・制度の整備 (1)：日本の法律や政策

 国連気候変動枠組み条約(UNFCCC)事務局は、すべての締約国に対し、国家適応計画（NAPs）
を策定し、実施するためのプロセス（NAPプロセス）に着手することを奨励。

 日本のNAP等は「気候変動適応法」「気候変動適応計画」に準じて作成・UNFCCCへ提出されて
いる。（※詳細は第1回適応ウェビナーをご参照ください）

• 気候変動適応法5条「事業者の努力」

• 気候変動適応計画「第4節（５） 事業者等の気候変動適応及び気候変動適応に資する事業活動の促進」

 政府は、事業者が的確に気候変動適応を推進できるよう、事業者の自主的な気候変動適応を促進す
るためのガイダンスを整備

 TCFD 提言に沿った情報開示、BCMにおいて気候変動適応策を組み込む、適応ビジネス推進など、
企業の効率的かつ効果的な気候変動適応の取組を支援

 事業者の気候変動適応に関連する技術・製品・サービス等を活用したプロジェクトやビジネスが普
及するよう、気候変動適応を資金使途とした適応ファイナンスを積極的に後押し

• 地域気候変動適応計画（都道府県、市区町村、広域）
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気候変動リスクのインパクト分析結果例（積水化学グループ）

• 気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)提言の中では、適応に関連する分野として、「物理的リス
ク」と「機会」について、年次報告書やCSRレポート等を通じて開示することが推奨されている。

• 例えば、積水化学グループは、物理的リスクと機会について表のように整理し、TCFDに準拠したレポー
トとして取りまとめ、インターネット上で情報開示している。

出典：積水化学「積水化学グループの気候変動課題に対する対応～TCFD の提言に基づく情報開示～」より抜粋

２．国際機関や政府による、各種政策・制度の整備 (2)：TCFD
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• Sustainable Financeを推進する上での有効な手段の一つとして、適応タクソノミーを策定・
活用しようとする取り組みが、EUを中心に世界レベルで活発化しつつある。中国等も、早期
からEUと連携し、タクソノミーの国際基準化を目指した取組を進めている。今後も、EUでの
Delegated actの策定をはじめ、活発な取組が予想される。

• EUにおける適応タクソノミー策定に向けた動きから学べる点：

 適応はlocation / context-specificであるとの認識に立ち、プロセスベースのアプローチ
を採用して、ほぼすべての経済活動に対して同一のスクリーニング基準を適用すること
を目指していること。

 適応活動とみなせるか否かの判断に当たり、個別の経済活動の評価にとどまらず、社会
システム全体への影響評価を求めることにより、社会システム全体での適応を進める視
点が含まれていること。

 DNSH基準や最低セーフガード措置も導入することで、タクソノミーの導入が、持続可
能な開発に貢献することも目指していること。

２．国際機関や政府による、各種政策・制度の整備 (3)：タクソノミー
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Coalition for Climate Resilient Investment (CCRI)

• 2019年の国連気候行動サミットで発足した民間企業主導のイニシア
ティブ。

• 投資家や金融機関が気候リスクを考慮した投資判断を実施するため
の支援を目的としており、気候リスク情報を活用した投資判断を支
援するツールやソリューションを開発、検証している。

• アンティグアバーブーダ、オーストラリア、カナダ、ジャマイカ、
英国、米国カリフォルニア州が参画しており、その他国際機関、金
融や保健セクターの民間企業を中心に、100以上の機関や事業体が
参画している。

• 例えば、物理的気候リスク評価手法（PCRAM）は、リアルタイム
のエンジニアリング、気候、財務データを使用した実際のインフラ
プロジェクトをもとに開発された。現在までに、資産、場所、ハ
ザード、投資タイプが異なる4つのケーススタディが行われている。

出典：https://resilientinvestment.org/pcram/

３．適応ファイナンス手法の検討・共同開発 (1)：CCRI



14表：環境省「適応ファイナンスの手引き」をもとに報告者作成

３．適応ファイナンス手法の検討・共同開発 (2)：金融機関向け適応ファイナンスの手法例
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• 緑の気候基金(GCF)のPrivate Sector Facility (PSF)
 低利かつ長期のプロジェクトローン、銀行やその他の金融

機関へのクレジットライン、株式投資、保証や第一損失補
償、助成金ベースの能力開発プログラムなどのリスク軽減
手段を含む譲許的手段を通じて民間部門の投資を促進

出典：https://www.greenclimate.fund/project/fp180
• 国際協力機構(JICA)の民間連携事業

 JODAを通じた協力により築いた途上国政府とのネットワー
クや信頼関係、途上国事業のノウハウを活用し、途上国へ
の海外展開を検討する日本企業を支援

 例：案件化調査 キリバス共和国 水硬性固化材（ハイデガ
ス）を活用した 気候変動対策にかかる案件化調査（株式会
社 ハシカンプラ、宮城県仙台市）
※海面上昇・海岸浸食対策としての適応ビジネス

出典：https://www2.jica.go.jp/ja/priv_sme_partner/document/711/A161003_summary.pdf

３．適応ファイナンス手法の検討・共同開発 (3)：公的資金の活用
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４．認証制度や適応ビジネス優良事例集、M&Eツールの整備 (1)：適応ISO

ISO14090「気候変動適応シリーズ」

• 2019年に公開された国際規格
• 気候変動適応策推進の一般的なプロセスから構成

① 事前計画
② 機会を含む影響の評価
③ 適応計画の策定
④ 適応策の実施
⑤ モニタリングと評価・報告・コミュニケーション」

• 事業者は、直面する課題や経験から得た教訓に応じて、ニー
ズに適した段階から規格を取り入れることが可能

• 一般的なISO14090に加え、より焦点を絞ったISO 14091「脆
弱性、影響およびリスク評価に関する指針」やISO/TS 
14092「地方自治体および地域社会の適応計画に関する要求
事項および指針」などの規格もある

適応策推進の一般的なプロセス
（NAPプロセスも準拠）

②リスク
と機会
の評価

③適応
計画の
策定

④適応
策の実
施

⑤モニ
タリング
と評価

①事前
計画
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４．認証制度や適応ビジネス優良事例集、M&Eツールの整備 (2)-1：国内の取組

民間企業のための気候変動適応ガイド活用セミナー
~TCFD・BCMを活用した気候リスクへの適応～

同ガイド改訂版の解説に加え、先進的に取り組まれている企業の実
務者によるパネルディスカッションなど、気候変動適応に関する最
新の知見や取組を紹介

主催：環境省、国立環境研究所
開催日時：2022年3月25日（金）13：30～16：30
お申込み：
https://adaptation-
platform.nies.go.jp/archive/conference/20220325/index.html

https://adaptation-platform.nies.go.jp/archive/conference/20220325/index.html
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適応ビジネス貢献度の見える化ガイド

• 経産省による、従来の適応ビジネスの取組を、社会の適応や持
続可能は発展に結びつけるためのツールのひとつ

• 適応ビジネスの多角的な便益を可視化することが、事業者によ
る、社会の適応および持続可能な発展への貢献を示す第一歩

４．認証制度や適応ビジネス優良事例集、M&Eツールの整備 (2)-2：国内の取組
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EU Climate ADAPT
Adaptation Support Tool

• EUの政策策定者向け適応計画策定ツール

• 事業者に特化した内容ではないが、「適応プ
ロセス」の理解促進に役立てることができる

４．認証制度や適応ビジネス優良事例集、M&Eツールの整備 (3)：海外の取組
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５．情報プラットフォームやアライアンスの整備 (1)：海外

• UNFCCCのPrivate Sector Initiative(PSI)
世界の事業者による適応取組事例
100件以上

• 業界ごとの動き
 保険：InsuResilience Global Partnership

 インフラ：The Resilience Shift

• 地域主導の動き
 Race to Resilience

 地域主導の適応 (Locally-led Adaptation: 
LLA)
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• 気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）

• 気候変動リスク産官学連携ネットワーク

• 地域気候変動適応センター

５．情報プラットフォームやアライアンスの整備 (2)：国内
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おわりに：「責任ある事業者の適応」にむけたアクションのために

 今回ご紹介したガイドブックやツールの活用した理解促進

 TCFDやISOの枠組みの活用

 国内外の各種ネットワークへの参画

 気候リスク分析と情報開示
 既存のリスク対策を適応策として再認識することも重要

 適応ビジネスの検討

 長期経営戦略への適応の主流化にむけて

 緩和策やSDGs達成の一環として、適応策も考慮

適応策推進の一般的なプロセス

②リスク
と機会
の評価

③適応
計画の
策定

④適応
策の実
施

⑤モニ
タリング
と評価

①事前
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https://unfccc.int/topics/resilience/resources/psi-database
https://d306pr3pise04h.cloudfront.net/docs/issues_doc%2FEnvironment%2Fclimate%2FAdaptation-2015.pdf
https://adaptation-platform.nies.go.jp/plan/government/npcca.html
https://www.env.go.jp/press/files/jp/111142.pdf
https://www.env.go.jp/press/109440.html
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/pdf/JCM_FS/Adaptation_business_guidebook.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/pdf/JCM_FS/R3FY_adaptation_practice_Japanese.pdf
https://www.sekisui.co.jp/csr/pdf/csr_tcfd.pdf


適応と水環境領域 研究員

松尾 茜

ご清聴ありがとうございました。
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